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第７号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 
【調達公告】 
△ 一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 
  （勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区衛生設備工事） ほか１件）････････････････････２ 
△ 一般競争入札の施行 
  （都市計画道路横浜藤沢線（上永谷地区）街路整備工事（その15） ほか30件）･･････････････････７ 
△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 
  （横浜市教育情報ネットワークシステムに係るサーバ機、ネットワーク機器等 一式の借入）･･････49 
△ 同（本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ａブロック） 一式 ほか６件）･･････････････････････52 
△ 同（本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ａブロック） 一式 ほか６件）･･････････････････56 
△ 同（学校給食残さ処理及び収集運搬業務委託（鶴見区ほか４区） 一式 ほか３件）･･････････････60 
△ 特定調達契約の落札者等の決定･･････････････････････････････････････････････････････････････63 
△ 同････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････63 
 
【水道局】 
△ 一般競争入札の施行 
  （中部給水維持課給湯設備改修工事 ほか４件）･･････････････････････････････････････････････64 
 
【交通局】 
△ 一般競争入札の施行 
  （新横浜駅改良工事（空調衛生設備工事） ほか６件）････････････････････････････････････････73 
△ 特定調達契約の落札者等の決定･･････････････････････････････････････････････････････････････85 
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横浜市調達公告第 13 号 

一般競争入札（予定価格の事後公表試行対象工事）の施行 

次のとおり、「勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区衛生設備工事）」ほか１件の工事について

、一般競争入札を行う。 

平成21年１月27日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす 

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。  

(2) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８（10）に定める場合を除

く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

調 達 公 告 
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契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う。

以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者

でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 
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なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は

、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 19・20 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税

及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が

当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない

者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者と

なるので留意すること。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０８２３０１００４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区衛生設備工事） 

施工場所 
都筑区勝田町２６６番地１ほか 

工事概要 

３１号棟及び３２号棟（ＲＣ造、地上５階建、延床面積４，４６５．００ｍ２、計１００ 
戸）に係る住戸改善工、内部躯体補修工、屋上防水改修工、外壁改修工 ほかの建築工事 
に伴う衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２１年１１月１３日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 まちづくり調整局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２３０１００５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区建築工事） 

施工場所 
都筑区勝田町２６６番地１ほか 

工事概要 

３１号棟及び３２号棟（ＲＣ造、地上５階建、延床面積４，４６５．００ｍ２、計１００ 
戸）に係る住戸改善工、内部躯体補修工、屋上防水改修工、外壁改修工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年１１月１３日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は予定価格の事後公表試行対象工事である。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 14 号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「都市計画道路横浜藤沢線（上永谷地区）街路整備工事（その 15）」ほか 30 件の工事につい

て、一般競争入札を行う。 

平成21年１月27日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす 

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子

入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８（10）に定める場合を除

く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等  

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 
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なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者

でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい
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て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(9) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は

、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 19・20 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０８１２０１０１６３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路横浜藤沢線（上永谷地区）街路整備工事（その１５） 

施工場所 
港南区上永谷町４７７５番１地先から４７６２番１地先まで 

工事概要 

法面工（ラス張工、吹付枠工２，０５９ｍ２、モルタル吹付工、ロックボルト工６９５か 
所）、道路土工（バックホウ掘削積込工１７，７４７ｍ３、ダンプトラック運搬工 
１７，３９０ｍ３） ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 １９９，５５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 とび・土工 

格付等級 - 

登録細目 【とび・土工：法面工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

とび・土工工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の要件をすべて満たす特定建設共同企業体であること。 
（１）各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体である 
  こと（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。 
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、その共同企業体の総出資額 
  の１０分の３以上であるとともに、代表者となる構成員の出資比率が、その共同企業 
  体構成員中最大であること。 
（４）構成員の組み合わせは、入札参加資格を満たす者による組み合わせであること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－２７３９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１６３ 

工事件名 
都市計画道路横浜藤沢線（上永谷地区）街路整備工事（その１５） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（３）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文８（１０） 
  を参照）。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）次のア及びイに定める額のうちいずれか大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員 
  の当該算定した額を合計した金額が、２０９，５２７，５００円に満たない者は、本 
  件工事契約を締結できない。なお、基準日は開札日とする（公告本文８（９）を参照 
  ）。 
  ア 平成１９・２０年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種のとび・ 
   土工に係る工事最高請負実績の元請金額を１０分の６で除して得た額 
  イ 平成１９・２０年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種のとび・ 
   土工に係る工事最高請負実績の下請金額を１０分の８で除して得た額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８１２０１０１６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大山跨線橋補修工事 

施工場所 
戸塚区柏尾町４４２番地から秋葉町３６番地まで 

工事概要 

ひび割れ注入工Ｌ＝６，９７０ｍ、炭素繊維シート接着工１，３４７ｍ２、床版防水工 
１，３４０ｍ２、高力ボルト取替工１６，７４４本、塗装塗替工４，８１４ｍ２、足場設置 
工２，２３６ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ２５４，６４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新開橋架替工事 

施工場所 
中区新山下一丁目１番１０号地先から新山下二丁目４番２号地先まで 

工事概要 

仮設構台工１，５０９ｍ２、鋼矢板圧入工１１２枚 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ２６７，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿若しくは平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿 
のいずれかにおいて土木部門に登載されている者、又は平成１９年１月１日から平成２０ 
年１２月３１日までの間に完成した工種「土木」に係る工事の横浜市請負工事検査事務取 
扱規程第９条、横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条、交通局請負工事検査事 
務取扱規程第１０条若しくは横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づ 
く工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成し 
た月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は 
、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、平成１９年度優良工事請負業者 
表彰名簿又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者は提 
出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７８９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
東横線跡地施設補修・補強工事（その２） 

施工場所 
西区桜木町６丁目７番地先から桜木町７丁目４８番地先まで 

工事概要 

炭素繊維巻立て工２７９ｍ２、鋼板巻立て工６６４ｍ２、擁壁工一式、落橋防止装置取り 
付け工８組、塗装工一式 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 １７１，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、次のいずれかの工事の元請としての施工実績を有する 
こと（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２ 
以上のものに限る。）。 
 （ア）炭素繊維巻立てによる橋脚補強工事 
 （イ）鉄筋コンクリート巻立てによる橋脚補強工事 
 （ウ）鉄筋コンクリート橋脚（橋台は除く。）築造工事 
 （エ）鋼板巻立てによる橋脚補強工事 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に橋梁の名称及び耐震補強工事の方法又は築造 
した鉄筋コンクリート橋脚の数量を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計 
図書の写し等の書類を添付すること。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１６６ 

工事件名 
東横線跡地施設補修・補強工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２５条第１項第７号の規定に基づき、 
  開札日において、次の工事を受注・施工している者は、本件工事の契約を締結できな 
  い（ただし、竣工検査及び引渡しが完了している場合はこの限りではない。）。 
 ア 東横線跡地施設補修・補強工事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８１２０１０１６７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴見西口歩道橋改修工事（建築工） 

施工場所 
鶴見区豊岡町１番１号地先 

工事概要 

エレベーター塔新築工（Ｓ造、地上２階建、延床面積２４．２０ｍ２） ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月１８日まで 

予定価格 ５０，４７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、保土ケ谷区内、港北区内、緑区内、青葉区内又は都筑区内 
のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７８９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１６８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路山下長津田線（鴨居地区）街路整備工事（白山工区・その７） 

施工場所 
緑区鴨居四丁目１０４８番地の１０地先から白山二丁目８９９番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工１２，４４４ｍ２、区画線設置工Ｌ＝５，９５８ｍ、Ｌ型側溝工Ｌ＝ 
４０８．７ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ２９１，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の要件をすべて満たす特定建設共同企業体であること。 
（１）各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体である 
  こと（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。  
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、その共同企業体の総出資額 
  の１０分の３以上であるとともに、代表者となる構成員の出資比率が、その共同企業 
  体構成員中最大であること。 
（４）構成員の組み合わせは、入札参加資格を満たす者による組み合わせであること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。）（３）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５４２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                 第７号 平成 21 年１月 27 日発行 

                                                    

                        18

契約番号 ０８１２０１０１６８ 

工事件名 
都市計画道路山下長津田線（鴨居地区）街路整備工事（白山工区・その７） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（３）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文８（１０） 
  を参照）。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付するこ 
  と。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）次のア及びイに定める額のうちいずれか大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員 
  の当該算定した額を合計した金額が、３０６，０２２，５００円に満たない者は、本 
  件工事契約を締結できない。なお、基準日は開札日とする（公告本文８（９）を参  
  照）。 
  ア 平成１９・２０年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種のほ装に 
   係る工事最高請負実績の元請金額を１０分の６で除して得た額 
  イ 平成１９・２０年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工種のほ装に 
   係る工事最高請負実績の下請金額を１０分の８で除して得た額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８１２０１０１６９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路東京丸子横浜線（日吉地区）街路整備工事（その４） 

施工場所 
港北区日吉二丁目１番地先から日吉四丁目１番地先まで 

工事概要 

切削オーバーレイ工２，５７９ｍ２、アスファルト舗装工４，８８０ｍ２、Ｌ形側溝工Ｌ 
＝２１３ｍ、区画線設置工Ｌ＝１，３５３ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ９５，０３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、保土ケ谷区内、港北区内、緑区内、青葉区内又は都筑区内 
のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５２９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
郷の関橋耐震補強工事 

施工場所 
都筑区勝田南二丁目２番１号地先から勝田町１２１９番４地先まで 

工事概要 

コンクリート打設工６．９ｍ３、コンクリート巻立て工１０３ｍ３ ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ４２，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の元請としての施工実績を有するこ 
と（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以 
上のものに限る。）。 
（１）鉄筋コンクリート巻立てによる橋脚補強工事 
（２）鉄筋コンクリート橋脚（橋台は除く。）築造工事 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等）。 （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習 
修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けて 
いる者は提出不要。）。 （４）施工実績調書（工事内容欄に橋梁の名称及び橋脚補強工 
事の方法又は築造した鉄筋コンクリート橋脚の数量を記入し、併せて、その実績を証明す 
る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都橋架替工事（その７） 

施工場所 
緑区青砥町１４８番地先から中山町５１６番地先まで 

工事概要 

場所打ち杭工（Φ１，０００ｍｍ、Ｈ＝７ｍ、１２本）、場所打ち擁壁工（Ｌ型擁壁、Ｈ 
＝１．３ｍ～２．７ｍ、Ｌ＝４６．２ｍ）、Ｌ型側溝工Ｌ＝１４９ｍ、アスファルト舗装 
工１，３７０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ５５，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、杭基礎工（場所打ち杭に限る。）を含む工事の元請と 
しての施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は 
、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に、杭の種類を記入し、併せて、その実績を証 
明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路羽沢池辺線（羽沢・菅田地区）街路整備工事（その７）（上部工） 

施工場所 
神奈川区羽沢町４９２番地先から４９５番地先まで 

工事概要 

橋梁上部工（ポストテンション方式ＰＣ単純中空床版橋、橋長３０ｍ）一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ８４，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：橋梁上部工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、ポストテンション方式の橋梁上部工事の元請としての 
施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資 
比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に橋梁の名称及び橋梁上部工事の概要を記入し 
、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第２３条第２号の規定により上位等級を 
  指定 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５３５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路羽沢池辺線（羽沢・菅田地区）街路整備工事（その８） 

施工場所 
神奈川区羽沢町４９４番地先 

工事概要 

橋梁下部工（場所打ち橋台築造工１基、杭基礎工（場所打ち杭、Φ１，５００ｍｍ、Ｈ＝ 
８ｍ、８本））一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ５２，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した杭基礎工（場所打ち杭に限る。）を含む橋梁下部工事（ 
場所打ちに限る。）の元請としての施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の 
構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に、杭基礎工を含む橋梁下部工事の概要を記入 
し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５２９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８１２０１０１７４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
三ツ境歩道橋改良工事 

施工場所 
瀬谷区三ツ境１０５番地先 

工事概要 

横断歩道橋製作工（鋼材重量１８．９９３ｔ、工場塗装工４３４．９ｍ２）、架設工一式 
、撤去工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ６２，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 
  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 道路局施設課 電話 ０４５－６７１－２７３１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄処理区飯島第二雨水調整池築造工事 

施工場所 
栄区飯島町１７８番地 

工事概要 

雨水調整池築造工（土工（土砂掘削１４，９００ｍ３、残土処理、法面工）、仮設工、流 
入・放流施設築造工） 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１５日まで 

予定価格 ２２１，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ６回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－２８４５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区本郷雨水支線下水道整備工事 

施工場所 
瀬谷区本郷一丁目７８番１０から１番７５地先まで 

工事概要 

泥濃式推進工（Φ１，８００ｍｍ、Ｒ＝５０ｍ、Ｌ＝４３１．３ｍ）、特殊人孔築造工１ 
か所、発進立坑築造工１か所 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１７日まで 

予定価格 ５２４，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
 ※施工実績及び技術者の施工経験は、いずれも平成８年４月１日以降に完成したもの（ 
  当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以 
  上のもの）に限る。 
（１）管径１，４００ｍｍ以上の推進工事の元請としての施工実績を有すること。 
（２）最小曲線半径６０ｍ以下の施工箇所を含む管径８００ｍｍ以上の推進工事の元請と 
  しての施工経験を有する推進工事技士（社団法人日本下水道管渠推進技術協会の資格 
  を有する技術者）を施工現場に専任で配置すること（監理技術者との兼任可）。 
   なお、当該推進工事技士は開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
  専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならな 
  い。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。推進工事技士については、配置技術者（ 
変更届）届出書のその他の資格番号欄に推進工事技士の番号を、工事経験欄に推進工法の 
種類、管径及び最小曲線半径を記入すること。） （２）推進工事技士登録証の写し及び 
所属の確認できる書類（監理技術者資格者証又は健康保険証の写し等） （３）監理技術 
者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を 
受けている者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径 
及び延長を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添 
付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ６回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５７０  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７４６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢水再生センター分離液処理施設受泥槽等築造工事 

施工場所 
金沢区幸浦一丁目９番地 

工事概要 

本体築造工（既製杭打工、Ｈ＝１５ｍ～２５ｍ、Φ７００ｍｍ、１５本、地上躯体工、高 
さ２ｍ、地下躯体工、深さ８ｍ）、仮設工（鋼矢板工、支保工） ほか 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月１９日まで 

予定価格 １７６，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、長さ１５ｍ以上の杭基礎工（既製杭に限る。）を含む 
工事の元請としての施工実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての 
実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に杭基礎工を含む工事の概要、既製杭の種類及 
び杭長を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付 
すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ５回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４９  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７６０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子第二ポンプ場揚水施設Ｎｏ．２滞水池流入ゲート設備工事 

施工場所 
磯子区磯子一丁目４番 

工事概要 

電動高効率鋳鉄製角型ゲート（幅２，４００ｍｍ×高さ３，２００ｍｍ）製作・据付１門 

工期 契約締結の日から平成２１年１２月２５日まで 

予定価格 ４４，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で
配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）における呑口 
部の面積が４．６ｍ２以上のゲート設備工事（金属水密方式の新設、増設又は更新工事に 
限る。）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けてい 
る者は提出不要。） （４）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称、ゲ 
ートの種類及び呑口部の面積を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書 
の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局設備課 電話 ０４５－６７１－２８５３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７６０ 

工事件名 
磯子第二ポンプ場揚水施設Ｎｏ．２滞水池流入ゲート設備工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する主任 
  技術者又は監理技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係 
  る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８２１０１０７６２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢処理区釜利谷東地区下水道整備工事（その８） 

施工場所 
金沢区釜利谷東二丁目１番地先から谷津町４１９番地先まで 

工事概要 

刃口推進工（Φ１，１００ｍｍ、Ｌ＝６３ｍ）、鋼管さや管推進工（Φ９００ｍｍ～Φ 
１，１００ｍｍ、Ｌ＝１６．７ｍ）、強プラ管布設工（Φ９００ｍｍ、Ｌ＝３．５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２１年１１月３０日まで 

予定価格 １０８，４９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した管径８００ｍｍ以上の推進工事の元請としての施工実績 
を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が 
１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併 
せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ６回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７６３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
梅田川遊水地環境整備工事 

施工場所 
緑区三保町１２７３番地から１２９３番地の１までほか１か所 

工事概要 

土工３，７９６ｍ３、池整備工一式（法面工２４２ｍ３）、低水路及び水制工一式（かご 
マット平張工２９４ｍ２） 

工期 契約締結の日から平成２１年 ８月３１日まで 

予定価格 ８４，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、港北区内、緑区内、青葉区内又は都筑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ６回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７６９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区北綱島第二幹線下水道整備工事（その１２） 

施工場所 
港北区綱島西六丁目７７２番地先から綱島東四丁目３番地先まで 

工事概要 

刃口推進工（Φ３，０００ｍｍ、Ｌ＝２０．３ｍ）、特殊人孔築造工２基 

工期 契約締結の日から平成２２年 １月２９日まで 

予定価格 ８６，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した管径２，４００ｍｍ以上の推進工事の元請としての施工 
実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率 
が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併 
せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－４３１３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新治里山公園橋梁整備工事 

施工場所 
緑区新治町８８７番地 

工事概要 

橋梁下部工（橋台工２基、基礎工（既製コンクリート杭打工（Φ５００ｍｍ、Ｌ＝７ｍ、 
８本））、橋梁上部工（プレテンション方式ＰＣ桁製作・架設工１橋） ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 １４，８９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した橋梁下部工事（場所打ちに限る。）の元請としての施工 
実績を有すること（当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率 
が１０分の２以上のものに限る。）。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に橋梁下部工事の概要を記入し、併せて、その実績を証明す 
る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局緑事業課 電話 ０４５－６７１－３９４５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２１０１０７８９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター場内整備工事（その１９） 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地の８ 

工事概要 

植栽基盤工、植栽工（地被類植栽工５，３９６鉢、壁面緑化用ネット工１，６８６ｍ２） 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月２３日まで 

予定価格 １７，０３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：植栽工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局水再生施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２３０１００５１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区電気設備工事） 

施工場所 
都筑区勝田町２６６番地１ほか 

工事概要 

３１号棟及び３２号棟（ＲＣ造、地上５階建、延床面積４，４６５．００ｍ２、計１００ 
戸）に係る住戸改善工、内部躯体補修工、屋上防水改修工、外壁改修工 ほかの建築工事 
に伴う電気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２１年１１月１３日まで 

予定価格 ５７，２６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９年度優良工事請負業者表彰名簿若しくは平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿 
のいずれかにおいて設備部門に登載されている者、又は平成１９年１月１日から平成２０ 
年１２月３１日までの間に完成した工種「電気」に係る工事の横浜市請負工事検査事務取 
扱規程第９条、横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条、交通局請負工事検査事 
務取扱規程第１０条若しくは横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づ 
く工事完成検査結果通知書（当該期間内に２件以上の完成した工事がある場合は、完成し 
た月が最新月のものを対象とする。また、同一月に２件以上の完成した工事がある場合は 
、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上の者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）工事完成検査結果通知書の写し（ただし、平成１９年度優良工事請負業者 
表彰名簿又は平成２０年度優良工事請負業者表彰名簿の設備部門に登載されている者は提 
出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２３０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区昇降機設備工事） 

施工場所 
都筑区勝田町２６６番地１ほか 

工事概要 

エレベーター製作・設置工１０基（マシンルームレス、定格速度４５ｍ／分、定格積載量 
３００ｋｇ、定員４人、乗用） 

工期 契約締結の日から平成２１年１１月１３日まで 

予定価格 ９７，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元請として 
の施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明 
する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２３０１００５２ 

工事件名 
勝田住宅第７期住戸改善その他工事（第１工区昇降機設備工事） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８２４０１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業公共施設整備工事（サイクルコンベアー設備工事） 

施工場所 
戸塚区戸塚町４０３３番地の１ 

工事概要 

サイクルコンベアー設置工５組、配線工一式 

工期 契約締結の日から平成２１年 ９月３０日まで 

予定価格 ８２，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、サイクルコンベアーの製作・設置工事の元請としての 
施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明 
する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都市整備局事業調整課 電話 ０４５－８６４－２６２１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２４０１００６４ 

工事件名 
戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業公共施設整備工事（サイクルコンベアー設備工事） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は繰越明許費に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８２４０１００６５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業公共施設整備工事（昇降機設備工事その２） 

施工場所 
戸塚区戸塚町４０３３番地の１ 

工事概要 

エレベーター製作・据付６基（マシンルームレス、定格速度４５ｍ／分、定格積載量 
７５０ｋｇ、定員１１人、乗用） 
       

工期 契約締結の日から平成２１年 ９月３０日まで 

予定価格 ８９，９８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元請として 
の施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明 
する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都市整備局事業調整課 電話 ０４５－８６４－２６２１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２４０１００６５ 

工事件名 
戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業公共施設整備工事（昇降機設備工事その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（４）本件工事は繰越明許費に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８２４０１００６６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路柏尾戸塚線道路照明設備工事 

施工場所 
戸塚区戸塚町４０３３番地の１ 

工事概要 

道路照明灯設置工６８基    

工期 契約締結の日から平成２１年 ９月３０日まで 

予定価格 ８９，５３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置 
工事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明 
する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は繰越明許費に係る契約である。 

工事担当課 都市整備局事業調整課 電話 ０４５－８６４－２６２１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２４０１００６７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道戸塚第５１９号線道路照明設備工事 

施工場所 
戸塚区戸塚町４０３３番地の１ 

工事概要 

道路照明灯設置工５６基、デッキ照明灯設置工１５５基       

工期 契約締結の日から平成２１年 ９月３０日まで 

予定価格 ７７，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置 
工事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明 
する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は繰越明許費に係る契約である。 

工事担当課 都市整備局事業調整課 電話 ０４５－８６４－２６２１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２４０１００６９ 

入札方法 電子入札による 

製造件名 
万里歩道橋新設工事（上部製作） 

引渡場所 
請負人工場内 

製造概要 

横断歩道橋製作工（鋼床版Ｉ桁橋、鋼材重量７２．９ｔ、通路部：長さ４４ｍ・幅員 
５．５ｍ、工場塗装工１，１１１ｍ２）、鋼製高欄製作工Ｌ＝１８９ｍ、鋼製手摺製作工Ｌ＝ 
３８９ｍ、鋼製外装板製作工一式 

製造期間 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 １１３，４１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した工事１件あたりの鋼材重量４３ｔ以上の、鋼製橋を自社 
工場において製作し、架設した工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に橋梁の名称、形式及び鋼材重量を記入し、併 
せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 
なお、配置技術者（変更）届出書については、契約番号０８２４０１００６９番及び   
０８２４０１００７０番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都市整備局都市再生推進課 電話 ０４５－６７１－３８５７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８２４０１００６９ 

製造件名 
万里歩道橋新設工事（上部製作） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）配置する監理技術者は、本件工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他 
  の同種工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は契約番号０８２４０１００７０番の工事と合併入札を行う。 
   予定価格については、契約番号０８２４０１００６９番及び０８２４０１００７０ 
  番の合計金額を契約番号０８２４０１００６９番に記載する。 
   入札参加にあたっては、横浜市ホームページ発注情報画面より当該合併入札に係る 
  すべての工事の設計図書をダウンロードすること。ただし、電子図渡案件以外の案件 
  については、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入すること。 
（３）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（４）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（５）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号          
  ０８２４０１００６９番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 
  すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８２４０１００７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
万里歩道橋新設工事（上部架設） 

施工場所 
西区高島二丁目９番８号から１１番１号まで 

工事概要 

輸送工７１．４ｔ、クレーンベント架設工一式、現場塗装工８４ｍ２、鋼製高欄設置工Ｌ 
＝１２１ｍ、ＲＣ階段工一式、橋梁排水管設置工Ｌ＝２７ｍ 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

契約番号０８２４０１００６９番に記載する。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

契約番号０８２４０１００６９番に記載する。 

提出書類 

契約番号０８２４０１００６９番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０８２４０１００６９番の工事と合併入札を行う。 
なお、その他の注意事項については、契約番号０８２４０１００６９番に記載する。 

工事担当課 都市整備局都市再生推進課 電話 ０４５－６７１－３８５７  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８３２０１００８９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川区菅田町地内道路改良工事（その２） 

施工場所 
神奈川区菅田町７３番地から４７番地先まで 

工事概要 

補強土壁工（Ｈ＝３．１ｍ～４．５ｍ、Ｌ＝６６．８ｍ）、ブロック積擁壁工（Ｈ＝２ｍ 
～５．７３ｍ、Ｌ＝７１．８ｍ）、Ｌ型側溝工Ｌ＝２４５．７ｍ、ＬＯ型側溝工Ｌ＝ 
２３０．１ｍ、地先境界ブロック工Ｌ＝６４３．１ｍ、アスファルト舗装工３９５ｍ２  
ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年１２月１４日まで 

予定価格 ５７，９５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、神 
奈川区内、西区内、中区内、南区内、磯子区内又は金沢区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８４４０１００７６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
共同排水設備受託工事（２０－１） 

施工場所 
都筑区折本町１４８５番地先 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ１５０ｍｍ、Ｌ＝９０．２ｍ）、コンクリート桝築造工６か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月２５日まで 

予定価格 ２，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 
（１）平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地 
  が、鶴見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、 
  都筑区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 
（２）横浜市排水設備指定工事店規則（平成１１年１月規則第１号）第４条で規定する排 
  水設備指定工事店証を有している者であること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（９）を参照）。 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 15 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 21 年１月 27 日 

                            契約事務受任者 

                             横浜市行政運営調整局長 大場 茂美 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

     横浜市教育情報ネットワークシステムに係るサーバ機、ネットワーク機器等 一式の借入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 借入期間  

  ア 借入期間（平成 21 年度分） 

平成 21 年７月１日から平成 22 年３月 31 日まで 

  イ 総借入期間 

平成 21 年７月１日から平成 26 年６月 30 日まで 

（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の３に基づく長期継続契約） 

 (4) 借入場所 

   横浜市内（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 入札方法 

   この入札は、第３号アに掲げる期間における賃借料の総価により行う。                                    

 (6) その他 

  本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「一般賃貸」に登

録が認められている者で、かつ、Ａの等級に格付けされているものであること。  

  (3) 平成 21 年２月５日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

 (4) 当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者であること。 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

  (1) 提出書類及び提出方法 

      入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

      平成 21 年２月５日（ただし、引受証明書等は平成 21 年２月 19 日）午後５時まで 

  (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市行政運営調整局契約財産部契約第二課（関内中央ビル２階） 

      村井 電話 045 (671) 2249（直通）  

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 
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  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

平成 21 年１月 27 日から平成 21 年２月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市教育委員会事務局学校教育部情報教育課（教育文化センター７階） 

電話 045(671)3776（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札期間等 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  (ｱ)  入札期間 

     平成 21 年３月５日から平成 21 年３月９日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時

から午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成 21 年３月 10 日午前 10 時 

(イ) 入札場所  

横浜市行政運営調整局契約財産部入札室（関内中央ビル２階） 

       ただし、郵送による入札については、平成 21 年３月９日午後５時までに第３項第３号に掲げる 

部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成 21 年３月 10 日午前 10 時 

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け

ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が

行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 
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   暦月を単位として、翌月以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 契約の条件 

ア  本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又

は削除された場合は、横浜市は、本件契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

イ  この契約は、平成 21 年度横浜市各会計予算が平成 21 年３月 31 日までに横浜市議会において可決

された上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。   

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: Lease of servers and network equipments for the Yokohama 

City educational information network system 

(2) Deadline for the tender: 10:00 a.m., 10 March, 2009           

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Administrative Management and 

Coordination Bureau, City of Yokohama, 1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 ,  

TEL 045(671)2249 
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横浜市調達公告第 16 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 21 年 1 月 27 日 

                            契約事務受任者 

                             横浜市行政運営調整局長 大場 茂美 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   ア 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ａブロック） 一式 

   イ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｂブロック） 一式 

   ウ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｃブロック） 一式 

   エ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｄブロック） 一式 

   オ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｅブロック） 一式 

   カ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｆブロック） 一式 

   キ 本市施設 一般廃棄物処理業務委託（Ｇブロック） 一式 

 (2) 業務内容 

入札説明書による。 

 (3) 履行期間 

    平成 21 年４月 1日から平成 22 年３月 31 日まで 

 (4) 履行場所  

   第１号アからキまでに掲げる業務ごとに、次のとおりとする（詳細は、入札説明書による。）。 

    ア 横浜市資源循環局鶴見事務所ほか 

   イ 横浜市資源循環局中事務所ほか 

   ウ 横浜市資源循環局保土ケ谷事務所ほか 

   エ 横浜市資源循環局磯子事務所ほか 

   オ 横浜市資源循環局港北事務所ほか 

   カ 横浜市資源循環局緑事務所ほか 

   キ 横浜市資源循環局戸塚事務所ほか 

 (5) 入札方法 

   第１号アからキまでに掲げる業務ごとに入札に付し、第３号に掲げる期間の概算数量により行う。            

 (6) その他 

  本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

     入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「廃棄物処理」に

登録が認められている者であること。  

  (3) 平成 21 年２月５日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務の履行に必要な、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）による一

般廃棄物収集運搬業の許可を受けている者であること。 

(5) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続きを行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 
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  (1) 提出書類及び提出方法 

      入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

      平成 21 年２月５日午後５時まで 

  (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市行政運営調整局契約財産部契約第二課（関内中央ビル２階） 

      福田 電話 045 (671) 2250（直通）  

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

 (1) 貸出期間 

     平成 21 年１月 27 日から平成 21 年２月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から

正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

 (2) 貸出場所 

  〒231-0017 中区港町１丁目１番地  

    横浜市資源循環局資源化推進部事業系対策課（松村ビル本館６階） 

      電話 045 (671) 2507（直通）                        

７ 入札及び開札 

(1) 入札期間等 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  (ｱ)  入札期間 

     平成 21 年３月５日から平成 21 年３月９日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時

から午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

第１項第１号アからキに掲げる業務ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 21 年３月 10 日午後２時 30 分 

イ 平成 21 年３月 10 日午後２時 40 分 

ウ 平成 21 年３月 10 日午後２時 50 分 

エ 平成 21 年３月 10 日午後３時 

オ 平成 21 年３月 10 日午後３時 10 分 

カ 平成 21 年３月 10 日午後３時 20 分 

キ 平成 21 年３月 10 日午後３時 30 分 

 (ｲ) 入札場所 

横浜市行政運営調整局契約財産部入札室（関内中央ビル２階） 

        ただし、郵送による入札については、平成 21 年３月９日午後５時までに第３項第３号に掲げる

部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

第１項第１号アからキに掲げる業務ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 21 年３月 10 日午後２時 30 分 

イ 平成 21 年３月 10 日午後２時 40 分 
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ウ 平成 21 年３月 10 日午後２時 50 分 

エ 平成 21 年３月 10 日午後３時 

オ 平成 21 年３月 10 日午後３時 10 分 

カ 平成 21 年３月 10 日午後３時 20 分 

キ 平成 21 年３月 10 日午後３時 30 分  

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け

ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が

行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行ったものを落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがあ

る。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

   設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成 21 年度横浜市各会計予算が平成 21 年３月 31 日までに横浜市議会において可決さ

れた上、同年 4月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

  (4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract:  
① Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Tsurumi Ward, Kanagawa Ward and Nishi Ward, City of Yokohama, 1 set   

② Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Naka Ward,  Minami Ward and Konan Ward, City of Yokohama, 1 set 

③ Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Hodogaya Ward,  Asahi Ward and Seya Ward, City of Yokohama, 1 set 

④ Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Isogo Ward and Kanazawa Ward, City of Yokohama, 1 set 

⑤ Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Kohoku Ward, City of Yokohama，1 set 

⑥ Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 
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institutions in Midori Ward, Aoba Ward and Tsuzuki Ward, City of Yokohama，1 set 

⑦ Solicitation for general waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Totsuka Ward, Sakae Ward and Izumi Ward, City of Yokohama, 1 set 

 (2) Deadline for the tender:  

① 2:30 p.m., 10 March, 2009 

② 2:40 p.m., 10 March, 2009 

③ 2:50 p.m., 10 March, 2009 

④ 3:00 p.m., 10 March, 2009 

⑤ 3:10 p.m., 10 March, 2009 

⑥ 3:20 p.m., 10 March, 2009 

⑦ 3:30 p.m., 10 March, 2009 

 (3) Contact point for the notice: Second Contract Division，Administrative Management and 

 Coordination Bureau, City of Yokohama,1-1  Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017， 

TEL 045 (671) 2186 
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横浜市調達公告第 17 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 21 年 1 月 27 日 

                            契約事務受任者 

                             横浜市行政運営調整局長 大場 茂美 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   ア 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ａブロック） 一式 

   イ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｂブロック） 一式 

   ウ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｃブロック） 一式 

   エ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｄブロック） 一式 

   オ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｅブロック） 一式 

   カ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｆブロック） 一式 

   キ 本市施設 産業廃棄物収集運搬業務委託（Ｇブロック） 一式 

 (2) 業務内容 

入札説明書による。 

 (3) 履行期間 

    平成 21 年４月 1日から平成 22 年３月 31 日まで 

 (4) 履行場所  

   第１号アからキまでに掲げる業務ごとに、次のとおりとする（詳細は、入札説明書による。）。 

    ア 横浜市資源循環局鶴見事務所ほか 

   イ 横浜市資源循環局中事務所ほか 

   ウ 横浜市資源循環局保土ケ谷事務所ほか 

   エ 横浜市資源循環局磯子事務所ほか 

   オ 横浜市資源循環局港北事務所ほか 

   カ 横浜市資源循環局緑事務所ほか 

   キ 横浜市資源循環局戸塚事務所ほか 

 (5) 入札方法 

   第１号アからキまでに掲げる業務ごとに入札に付し、第３号に掲げる期間の概算数量により行う。            

 (6) その他 

  本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

     入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「廃棄物処理」に

登録が認められている者であること。  

  (3) 平成 21 年２月５日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務の履行に必要な、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）による産

業廃棄物収集運搬業の許可を受けている者であること。 

(5) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続きを行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 



横浜市報調達公告版 

                                 第７号 平成 21 年１月 27 日発行 

                                                    

                        57

  (1) 提出書類及び提出方法 

      入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

      平成 21 年２月５日午後５時まで 

  (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市行政運営調整局契約財産部契約第二課（関内中央ビル２階） 

      福田 電話 045 (671) 2250（直通）  

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

 (1) 貸出期間 

     平成 21 年１月 27 日から平成 21 年２月 19 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から

正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

 (2) 貸出場所 

  〒231-0017 中区港町１丁目１番地  

    横浜市資源循環局資源化推進部事業系対策課（松村ビル本館６階） 

      電話 045 (671) 2507（直通）                        

７ 入札及び開札 

(1) 入札期間等 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  (ｱ)  入札期間 

     平成 21 年３月５日から平成 21 年３月９日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時

から午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 紙による入札書の提出 

(ｲ) 入札日時 

第１項第１号アからキに掲げる業務ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 21 年３月 10 日午後３時 40 分 

イ 平成 21 年３月 10 日午後３時 50 分 

ウ 平成 21 年３月 10 日午後４時 

エ 平成 21 年３月 10 日午後４時 10 分 

オ 平成 21 年３月 10 日午後４時 20 分 

カ 平成 21 年３月 10 日午後４時 30 分 

キ 平成 21 年３月 10 日午後４時 40 分 

 (ｲ) 入札場所 

横浜市行政運営調整局契約財産部入札室（関内中央ビル２階） 

        ただし、郵送による入札については、平成 21 年３月９日午後５時までに第３項第３号に掲げる

部課に必着のこと。 

(2)  開札予定日時 

第１項第１号アからキに掲げる業務ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成 21 年３月 10 日午後３時 40 分 

イ 平成 21 年３月 10 日午後３時 50 分 
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ウ 平成 21 年３月 10 日午後４時 

エ 平成 21 年３月 10 日午後４時 10 分 

オ 平成 21 年３月 10 日午後４時 20 分 

カ 平成 21 年３月 10 日午後４時 30 分 

キ 平成 21 年３月 10 日午後４時 40 分  

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指

定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け

ている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が

行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行ったものを落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者に

より当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがあ

る。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

   設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成 21 年度横浜市各会計予算が平成 21 年３月 31 日までに横浜市議会において可決さ

れた上、同年 4月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

  (4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1)  Subject matter of the contract:  
① Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Tsurumi Ward,  Kanagawa Ward and Nishi Ward, City of Yokohama，1 set 

② Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Naka Ward, Minami Ward and Konan Ward, City of Yokohama, 1 set 

③ Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Hodogaya Ward,  Asahi Ward and Seya Ward, City of Yokohama, 1 set 

④ Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Isogo Ward and Kanazawa Ward, City of Yokohama, 1 set 

⑤ Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Kohoku Ward, City of Yokohama, 1 set 

⑥ Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 
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institutions in Midori Ward, Aoba Ward and Tsuzuki Ward, City of Yokohama, 1 set 

⑦ Solicitation for industrial waste acceptance and transportation services for municipal 

institutions in Totsuka Ward, Sakae Ward and Izumi Ward, City of Yokohama, 1 set 

 (2) Deadline for the tender:  

① ３:40 p.m., 10 March, 2009 

② ３:50 p.m., 10 March, 2009 

③ ４:00 p.m., 10 March, 2009 

④ ４:10 p.m., 10 March, 2009 

⑤ ４:20 p.m., 10 March, 2009 

⑥ ４:30 p.m., 10 March, 2009 

⑦ ４:40 p.m., 10 March, 2009 

 (3) Contact point for the notice: Second Contract Division，Administrative Management and 

 Coordination Bureau, City of Yokohama,1-1  Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017， 

TEL 045 (671) 2186 
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横浜市調達公告第 18 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成 21 年１月 27 日 

                            契約事務受任者 

                            横浜市教育長 田 村 幸 久 

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

  ア 学校給食残さ処理及び収集運搬業務委託（鶴見区ほか４区） 一式 

 イ 学校給食残さ処理及び収集運搬業務委託（南区ほか３区） 一式 

 ウ 学校給食残さ処理及び収集運搬業務委託（保土ケ谷区ほか４区） 一式 

 エ 学校給食残さ処理及び収集運搬業務委託（旭区ほか３区） 一式 

(2) 業務内容 

入札説明書による。  

(3) 履行期間 

平成 21 年４月１日から平成 22 年３月 31 日まで 

(4) 履行場所 

横浜市立学校及び受託者処理施設（詳細は、入札説明書による。） 

(5) 入札方法 

第１号アからエまでに掲げる業務ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格    

  入札に参加しようとする者は、単体企業又は複数の企業で構成される共同企業体とし、次に掲げる条件

をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条

第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成 21・22 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「廃棄物処理」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成 21 年２月 20 日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市一般競争参加停止及び指

名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

(5) 当該業務の履行に必要な、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）による一

般廃棄物収集運搬業の許可（処理業務の履行場所が横浜市内にある場合は横浜市の許可、処理業務の履

行場所が横浜市外にある場合は横浜市及び当該場所が属する市区町村の許可）を有する者であること。 

(6) 当該業務の履行に必要な、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）による一

般廃棄物処分業及び一般廃棄物処理施設の許可（履行場所が属する市区町村の許可）を有する者である

こと。 

(7) 処理に関し、食品廃棄物の飼料化、肥料化又はメタン化が可能な施設を有すること。 

(8) 処理業務の履行場所が横浜市外にある場合は、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平

成 12 年法律第 116 号）第 11 条第１項に定める登録を受けていること。 

(9) 共同企業体で参加する場合は、自主結成であり、企業間で協定書を締結していること。 

(10) 共同企業体で参加する場合は、代表企業を定めること。この場合、処理業務の履行者を代表企業と

すること。 

(11) 共同企業体で参加する場合は、処理業務の履行者が第１号から第４号まで及び第６号から第８号ま

でに該当し、収集運搬業務の履行者が第１号から第５号までに該当すること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加の手続を行わなければならない。   

(1) 提出書類及び提出部課 

  入札説明書による。 

(2) 提出期限 
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平成 21 年２月 20 日午後５時まで 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市教育委員会事務局学校教育部健康教育課（関内駅前第一ビル４階 ） 

菊池、大徳 電話 045(671)4138（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

  教育委員会事務局学校教育部健康教育課ホームページからダウンロード可能。 

  （http://www.city.yokohama.jp/me/kyoiku/bunya/bunya7000.html） 

  また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

平成 21 年１月 27 日から平成 21 年２月 27 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から

正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市教育委員会事務局学校教育部健康教育課（関内駅前第一ビル４階 ） 

電話 045(671)4138（直通） 

７ 入札及び開札の日時及び場所等 

平成 21 年３月 11 日午前 11 時 横浜関内ビル 5階会議室 

ただし、郵送による入札については、平成 21 年３月 10 日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課

に必着のこと。 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った共同企業体の構成員となっている者が、同一の

入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った共同企業体の構成員として入札を

行った場合、その者及びその者を構成員とする共同企業体が行った入札 

(5) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

設計図書に定める部分払の基準により、部分検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
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(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は、平成 21 年度横浜市各会計予算が平成 21 年３月 31 日までに横浜市議会において可決さ

れた上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract:  

① Recycling and Collecting lunch leftovers from schools (Tsurumi Ward,Kanagawa Ward,Nishi 

Ward,Naka Ward and Kouhoku Ward) 

② Recycling and Collecting lunch leftovers from schools (Minami Ward,Kounan Ward,Isogo 

Ward and Kanazawa Ward) 

③ Recycling and Collecting lunch leftovers from schools(Hodogaya Ward,Totsuka Ward,Sakae 

Ward,Izumi Ward and Seya Ward) 

④ Recycling and Collecting lunch leftovers from schools(Asahi Ward,Midori Ward,Aoba Ward 

and Tsuzuki Ward) 

(2) Date of tender: 11:00 a.m.,11 March,2009 

(3) Contact point for the notice: Health Education Division, Board of Education Secretariat, 

City of Yokohama, 1-1 Minato-cho,Naka-ku, Yokohama 231-0017  TEL 045(671)4138 
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横浜市調達公告第 19 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 21 年１月 27 日 

横浜市長 中 田 宏 

番 

号 

落札又は随意契

約に係る物品等

又は特定役務の

名称及び数量 

契約に関する事

務を担当する部

課の名称及び所

在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意契約

の相手方の氏名又は

名称及び住所又は所

在地 

落札金額又は随意

契約に係る契約金

額 

契約の相

手方を決

定した手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随意契約

の理由 

１ 横浜市瀬谷区総

合庁舎及び二ツ

橋公園整備事業

市民活力推進局

区政支援部地域

施設課 

中区港町１丁目

１番地 

平成 20

年 12 月

16 日 

大和リース株式会社

横浜支店 

保土ケ谷区神戸町

134 番地 

円

10,898,085,235 

一般競争

入札 

平 成 20

年 2 月

19 日 

－ 

 

 

 

横浜市調達公告第 20 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 21 年１月 27 日 

                            契約事務受任者 

横浜市健康福祉局長 上 野 和 夫 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意契約

の相手方の氏名又は

名称及び住所又は所

在地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契約の相

手方を決

定した手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随意契約

の理由 

１ 介護保険シス

テム２改修業

務委託 

健康福祉局高

齢健康福祉部

介護保険課 

中区港町１丁

目１番地 

平 成 20

年 11 月

27 日 

日本電気株式会社神

奈川支社 

西区みなとみらい二

丁目３番５号 

円

35,122,500

随意契約 

－ 

政府調達

に関する

協定（平

成７年条

約 第 23

号）第15

条第１項

（ｄ） 

２ 介護認定審査

業務支援シス

テム改修業務

委託 

健康福祉局高

齢健康福祉部

介護保険課 

中区港町１丁

目１番地 

平 成 20

年 12 月

１日 

富士ゼロックス株式

会社神奈川営業所 

西区みなとみらい二

丁目２番１号 

     円

34,855,800

同 

－ 

同 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                 第７号 平成 21 年１月 27 日発行 

                                                    

                        64

 

 

水道局調達公告第６号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「中部給水維持課給湯設備改修工事」ほか４件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成21年１月27日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長  齋 藤 義 孝 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす 

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成 20 年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる

。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

水 道 局 
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は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第 19 条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に行政運営調整局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければ

ならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は

入札参加資格を満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 
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７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入

札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでな

い。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項の

規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は

、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 19・20 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０８５２０１１３９８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中部給水維持課給湯設備改修工事 

施工場所 
南区中村町４丁目３０５番地 

工事概要 

業務用ガス給湯器設置工３台、配管工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月３１日まで 

予定価格 ２，７５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ｂ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局建設課 電話 ０４５－３３７－０８４４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５２０１１４００ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子送水ポンプ場耐震補強改修工事（建築） 

施工場所 
磯子区磯子台１９番２号 

工事概要 

屋根面ブレース設置工１４構面、地中梁補強工４か所、外壁塗装工１，１２０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ２４，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ又はＢ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修 
了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けてい 
る者は提出不要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は建設改良に係る予算繰越対象契約である。 

工事担当課 水道局建設課 電話 ０４５－３３７－０８４４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５２０１１４０２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新吉田東五丁目ほか３か所口径１００ｍｍから１５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
港北区新吉田東五丁目３９番８号地先から４５番１５号番地先までほか３か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ１５０ｍｍ、Ｌ＝６３９ｍ ほか）、給水管 
取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１９５日間 

予定価格 ６０，８３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した次のいずれかの工事の施工実績を有すること（当該施工 
実績が、共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに 
限る。）。 
（１）管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の元請としての施工実績 
（２）本市発注の、管径１００ｍｍ以上の導送配水管布設工事の下請としての施工実績 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に布設した導送配水管の種類、管径及び延長を 
記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること 
。ただし、下請実績を証明する場合は、施工内容を確認できる注文書及び注文請書等の写 
しと、施工体系図の写し又は下請負人選定通知書の写しを添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）工事仕様書において横浜市水道局指定給水装置工事事業者による施工について定め 
  があるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）本件工事は建設改良に係る予算繰越対象契約である。 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５２０１１４０４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀浄水場ほか圧力計修繕 

施工場所 
戸塚区小雀町２４７０番地ほか１か所 

工事概要 

圧力伝送器製作・据付一式 

工期 契約締結の日から平成２１年 ３月２６日まで 

予定価格 ３，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、計装設備工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及 
び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 

工事担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５２０１１４０５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部給水維持課非常用電源設備新設工事 

施工場所 
瀬谷区二ツ橋町５５３番地 

工事概要 

屋内キュービクル型発電機（出力８５ｋＶＡ）製作・据付１台 ほか 

工期 契約締結の日から１６０日間 

予定価格 ５６，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、 
泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 水道局建設課 電話 ０４５－３３７－０８４４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５２０１１４０５ 

工事件名 
西部給水維持課非常用電源設備新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（４）本件工事は建設改良に係る予算繰越対象契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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交通局調達公告第５号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「新横浜駅改良工事（空調衛生設備工事）」ほか６件の工事について、一般競争入札を行う

。 

平成21年１月27日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長  池 田 輝 政 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成 20 年３月交通局規程第 11 号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第 1 項により定める資格を有する

者であること。 

(2) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによる

。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、８(9)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除

き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用

基準（工事請負関係）第 13 条を参照すること。 

なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む。）と同

程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

交 通 局 
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加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第 19 条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同一

の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員として

入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ＩＣ

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるＩ

Ｃカードを用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補

者名及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価

格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他

の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開

札日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午

後５時までの間に行政運営調整局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければ

ならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は

入札参加資格を満たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加要領第 27 条から第 29

条までの規定による。 
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７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第 14 条第

４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項

の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場

合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、工種「上水道」に係る工事を除き、開札日において、平成 19・20 年度の横浜市入札参加資格

審査申請（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）

における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載

された金額に１００分の１０５を乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績

額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に

満たない者は、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第 25 条第１項第９号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならない

。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０８５３０１００７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新横浜駅改良工事（空調衛生設備工事） 

施工場所 
港北区新横浜二丁目１００番地 

工事概要 

コンコース等改修工１，４８４ｍ２、出入口改修工８９０ｍ２、駅事務室等改修工１７４ 
ｍ２、仮眠室改修工２０４ｍ２、案内所・券売機室改修工４３．３ｍ２、出入口２倉庫改 
修工３．３ｍ２ ほかの建築工事に伴う空調・衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２１年１０月３０日まで 

予定価格 ６３，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事及び冷暖房設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内又は 
都筑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－６７１－３２１２  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５３０１００７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新横浜駅改良工事（建築） 

施工場所 
港北区新横浜二丁目１００番地 

工事概要 

コンコース等改修工１，４８４ｍ２、出入口改修工８９０ｍ２、駅事務室等改修工１７４ 
ｍ２、仮眠室改修工２０４ｍ２、案内所・券売機室改修工４３．３ｍ２、出入口２倉庫改 
修工３．３ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２１年１０月３０日まで 

予定価格 １３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－６７１－３２１４  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 



横浜市報調達公告版 

                                 第７号 平成 21 年１月 27 日発行 

                                                    

                        78

契約番号 ０８５３０１００７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
高島町・吉野町間構築補修及びその他工事 

施工場所 
西区花咲町７丁目４１番及び中区尾上町５丁目８０番地先から南区吉野町３丁目７番地先まで

工事概要 

高島町駅構築補修（止水工、断面補修工、断面補強工、表面保護工、排水工）、桜木町・ 
吉野町間構築補修（断面修復工、消防隊進入口壁改修工、排水ポンプ室補修工、排水管補 
修工） 

工期 契約締結の日から平成２３年 ３月３１日まで 

予定価格 ３７１，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に施工した工事の概要を記入 
し、役職欄の監理技術者又は現場代理人のいずれか従事する方に丸印をつけること（現場 
代理人に従事する場合は、その他欄に現場代理人と記入し丸印をつけること。）。） （ 
２）監理技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格 
者証の交付を受けている者は提出不要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に、施工し 
た工事の概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類 
を添付すること。） （４）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 １時４５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 交通局施設課 電話 ０４５－６７１－３１８１  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５３０１００７３ 

工事件名 
高島町・吉野町間構築補修及びその他工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の要件をすべて満たす特定建設共同企業体であること。 
（１）市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であるこ 
  と（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 
（２）構成員の数は２者であること。 
（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、その共同企業体の総出資額 
  の１０分の４以上であるとともに、代表者となる構成員（以下「代表構成員」という 
  。）の出資比率は、当該共同企業体構成員中最大であること。 
（４）各構成員は、前頁の入札参加資格を満たす者であること。 
（５）代表構成員の平成１９・２０年度工事請負等入札参加資格審査申請における登録工 
  種の土木に係る工事最高請負実績の元請金額が、２３３，９０６，４００円以上であ 
  ること。 
（６）構成員の組み合わせは、次のア代表構成員の資格要件（ア）を満たす者と、イ市内 
  企業構成員の資格要件（ア）及び（イ）を満たす者による組み合わせであること。 
 ※施工実績は、いずれも平成８年４月１日以降に完成したもの（当該施工実績が共同企 
  業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のもの）に限る。 
  ア 代表構成員の資格要件 
  （ア）鉄道（営業鉄道線に限る。）隧道内における土木工事（線路閉鎖を伴うものに 
    限る。）の元請としての施工実績を有すること。 
  イ 市内企業構成員の資格要件 
  （ア）所在地区分が市内であること。 
  （イ）コンクリート構造物の築造工又は補修工を含む工事の元請としての施工実績を 
    有すること。  
（７）市内企業構成員に所属する技術者を、本件工事における現場代理人又は監理技術者 
  として配置すること。 
 
 
【注意事項】 
（１）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（４）共同企業体 
  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文８（９）を 
  参照）。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）本件工事の最低制限価格の算出において現場管理費相当額に乗じる割合は、横浜市 
  工事請負契約に係る最低制限価格取扱要綱第３条第２項の規定にかかわらず、次のと 
  おりとする。 
   次のアとイの合計額を、建築積算部分と土木積算部分の現場管理費相当額の合計額 
  で除して得た割合。ただし、小数点第２位未満は切り捨てるものとする。 
  ア 建築積算部分の現場管理費相当額に５分の１を乗じて得た額 
  イ 土木積算部分の現場管理費相当額に５分の３を乗じて得た額 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８５３０１００７６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
新横浜駅改良工事（電気設備） 

施工場所 
港北区新横浜二丁目１００番地 

工事概要 

コンコース等改修工１，４８４ｍ２、出入口改修工８９０ｍ２、駅事務室等改修工１７４ 
ｍ２、仮眠室改修工２０４ｍ２、案内所・券売機室改修工４３．３ｍ２、出入口２倉庫改 
修工３．３ｍ２ ほかの建築工事に伴う電気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２１年１０月３０日まで 

予定価格 ４８，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、 
泉区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－６７１－３１８５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５３０１００７７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
電車線路改良工事 

施工場所 
泉区中田南一丁目２番１号ほか１か所 

工事概要 

直流開閉器盤設置工１台、基地構内サードレール接続線布設工一式 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 １２，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、サードレール設備工事の元請としての施工実績を有す 
ること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及 
び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は建設改良に係る予算繰越対象契約である。 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－６７１－３１８５  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５３０１００８０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
上永谷車両基地ＡＴＣ試験装置更新工事 

施工場所 
港南区野庭町７１３番地 

工事概要 

ＡＴＣ試験機器製作・据付一式、電源装置製作・据付一式、軌道内設置機器製作・据付一 
式、新弱電機器室内等設置工一式、新弱電機器室内等撤去工一式、軌道内設備設置工一式 
、軌道内設備撤去工一式 

工期 契約締結の日から平成２２年 ３月３１日まで 

予定価格 １５８，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：信号設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、自動列車制御装置（地上装置に限る。）の製作・設置 
工事の元請としての施工実績を有し、かつ同装置は１年以上の稼動実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事概要及び当該装置の稼動開始日を記入し 
、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ２時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－６７１－３１８８  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０８５３０１００８０ 

工事件名 
上永谷車両基地ＡＴＣ試験装置更新工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）元請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理 
  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 
  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（４）本件工事は債務負担行為に係る契約である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０８５３０１００８２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
列車接近警報装置設置工事 

施工場所 
港北区北新横浜一丁目１２番１ほか 

工事概要 

列車接近警報無線装置設置工一式 

工期 契約締結の日から平成２１年 ９月３０日まで 

予定価格 ３５２，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気通信 

格付等級 - 

登録細目 【電気通信：通信設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気通信工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、鉄軌道施設における無線設備設置工事（ＶＨＦ帯又は 
ＵＨＦ帯に限る。）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者講習修了証の写し（ 
ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不 
要。） （３）施工実績調書（工事内容欄に工事を施工した施設の名称及び周波数帯を記 
入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。 
） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２１年 ２月 ５日（木）午前 ９時００分から 
平成２１年 ２月 ９日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２１年 ２月１０日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文８（８）を参照）。 
（３）本件工事は建設改良に係る予算繰越対象契約である。 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－６７１－３１８８  

契約事務担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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交通局調達公告第６号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成21年１月27日 

                            横浜市交通事業管理者 

交通局長 池 田 輝 政 

番 

号 

落札又は随意契

約に係る物品等

又は特定役務の

名称及び数量 

契約に関する事

務を担当する部

課の名称及び所

在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意契約

の相手方の氏名又は

名称及び住所又は所

在地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契約の相

手方を決

定した手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随意契約

の理由 

１ 軽油（１月～３

月分）第１ブロ

ック 約 1,581

キロリットルの

購入 

交通局総務部財

務課 

中区港町１丁目

１番地 

平成20年

12月26日

阪和興業株式会社 

大阪府大阪市中央区

伏見町４丁目３番９

号 

円

119,459,569

随意契約平成20年

11月４日

政府調達

に関する

協定（平

成７年条

約 第 23

号）第15

条第１項

（ａ） 

２ 軽油（１月～３

月分）第２ブロ

ック 約 1,449

キロリットルの

購入 

同 同 同 円

109,713,933

同 同 同 

 

 

 


